
令和７年度上半期の経営状況

（令和７年９月末現在）

大阪府警察信用組合
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令和７年度上半期（令和７年４月１日から令和７年９月３０日）の経営情報をお知らせいたします。
※ 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。

■ 預金・貸出金残高

■ 貸出金業種別残高 及び 構成比

■ 損益の状況

■ 不良債権等の状況
  全国の金融機関のなかでも極めて低い水準で推移しております。

経営情報（半期情報の開示について）

（単位:百万円)

区 分 令 和 ７ 年 ９ 月 末 令 和 ７ 年 ３ 月 末

預 金 残 高 111,700 115,541
貸 出 金 残 高 65,264 63,767

（単位:百万円)

業 種 別 令 和 ７ 年 ９ 月 末 令 和 ７ 年 ３ 月 末
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

個人（住宅・消費等） 65,264 100.00% 63,767 100.00%
合 計 65,264 100.00% 63,767 100.00%

（単位:百万円)

区 分 令 和 ７ 年 ９ 月 末 令 和 ６ 年 9 月 末

業 務 純 益 66 46
経 常 利 益 65 46
当 期 純 利 益 49 34

0.00%

1.00%

2.00%

5年3月期 6年3月期 7年3月期

不良債権比率

７年９月期
当組合

0.11% 0.11% 0.04% 0.04% 0.02% 0.01%
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■ 金融再生法開示債権等の保全・引当状況

-
100.00%

-
-
-
-
-
-
-
-
-

100.00%

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に

    陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

   ２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回

    収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）です。

   ３．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。

   ４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（１及び２に掲げるものを

    除く。）です。

   ５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、

    債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（１、２及び４に掲げるものを除く。）です。

   ６．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（１、２及び３に掲げるものを除く。）です。

   ７．「担保・保証等（B)」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額

    です。

   ８．「貸倒引当金（C)」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。

   ９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権とは、貸借対照表の貸出金、「その

    他資産」中の未収利息及び仮払金です。

   10．金額は決算後（償却後）の計数です。

貸倒引当金
引 当 率
(C)/(A−B)

経営情報（半期情報の開示について）

（単位:百万円)

区 分
債 権 額

(A)
担保･保証等

( Ｂ )
貸 倒 引 当金

(C)
保 全 額 合計
(D)=(Ｂ+Ｃ)

保 全 率
(D)/(A)

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

令和7年3月末 - - - - -
令和7年9月末 0 - 0 0 100.00%

危 険 債 権
令和7年3月末 13 13 - 13 100.00%
令和7年9月末 12 12 - 12 100.00%

要 管 理 債 権
令和7年3月末 - - - - -
令和7年9月末 - - - - -

三 月 以 上
延 滞 債 権

令和7年3月末 - - - - -
令和7年9月末 - - - - -

貸 出 条 件
緩 和 債 権

令和7年3月末 - - - - -
令和7年9月末 - - - - -

小 計
令和7年3月末 13 13 - 13 100.00%
令和7年9月末 12 12 0 12 100.00%

正 常 債 権
令和7年3月末 63,822
令和7年9月末 65,313

合 計
令和7年3月末 63,835
令和7年9月末 65,326
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■ 自己資本の充実の状況

(注)自己資本比率の算出方法を定めた｢協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用協同組合
  及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第22号)｣
  に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

■ 有価証券の時価情報
【その他有価証券で時価のあるもの】

■ 自己資本比率（国内基準）

経営の健全性を見る経営指標である自己資本比率は、国内基準として求められる4.0% だけではなく、国際統一基準の8.0%を上回っております。

取 得 原 価貸 借 対 照 表
計 上 額

貸 借 対 照 表

△ 1,374
△ 326

33,847 36,785 △ 2,938

25,432 26,490 △ 1,058
−− −

34,510 37,285 △ 2,774

25,617 26,690 △ 1,073
− − −

社 債

△ 1,524
△ 355

6,312
2,580

7,686
2,907

6,163
2,251

7,687

項 目

国 債
地 方 債

令 和 ７ 年 ９ 月 末 令 和 ７ 年 ３ 月 末
取 得 原 価計 上 額差 額 差 額

2,607

外 国 証 券
合 計

コア資本に係る調整項目の額（口）

16.29%

9 11

自己資本の額 （イ）−（ロ） ＝ （ハ） 9,132

信用リスク・アセットの額の合計額 54,187

56,033

コア資本に係る調整項目（２）
無形固定資産（モーゲージ･サービシング･ライツに係るものを除く｡）の額の合計額 9 11

うち、のれん及びモーゲージ･サービシング･ライツに係るもの以外の額 9 11

9,070

54,549

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 0 0
コア資本に係る基礎項目の額（イ） 9,141 9,082

うち、外部流出予定額（△） - 53
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 0 0

うち、出資金及び資本剰余金の額 764 754
うち、利益剰余金の額 8,377 8,381

1,845

経営情報（半期情報の開示について）

項 目 令和７年９月末 令和７年３月末
コア資本に係る基礎項目（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 9,141 9,081

（単位:百万円)

（単位:百万円)

自 己 資 本 比 率
自己資本比率 （ハ）／（ニ） 16.08%

自 己 資 本

リスク・アセット等（３）

56,395リスク・アセット等の額の合計額（ニ）
1,845オペレーショナル･リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額

14.03% 13.85% 13.72%
16.29%

0.00%

4.00%

8.00%

12.00%

16.00%

令和4年9月期 令和5年9月期 令和6年9月期 令和7年9月期
自 己 資 本 比 率

国内基準 4.0 %

国際基準 8.0 %
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■ 貸借対照表

■損益計算書

813

退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
繰 延 税 金 負 債
負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）

764

119,164 123,127

9,141

△0

組 合 員 勘 定 合 計

出 資 金

その他有価証券評価差額金

△0

利 益 剰 余 金

貸 出 金
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計 119,164 123,127

△ 2,115 △ 1,997
7,025 7,138

負債及び純資産の部合計

評 価 ･ 換 算差 額等 合計

純 資 産 の 部 合 計

9,135
△ 2,115 △ 1,997

1,044 1,140

112,138 115,989

8,377 8,381

12

65,264 63,767

16
879 832

29
167 161

11 13

そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金 28

22,161
115,541

754

5 4
− −

有 価 証 券 33,847 34,510
− −

236 252
預 け 金 17,388 借 用 金

（単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
現 金 716 684 預 金 積 金 111,700

科     目 令和７年９月末 令和７年３月末 科     目 令和７年９月末 令和７年３月末

45
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

65

−
4

令和７年９月末

0 0

0 0

29
法 人 税 等 調 整 額 △ 1

税 引 前 当 期 純 利 益1 1

138役 務 取 引 等 費 用 49
10

18 12

34

△ 1
そ の 他 経 常 収 益

39

そ の 他 経 常 費 用

当 期 未 処 分 剰 余 金301 303経 費

繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ）− −

0

経 常 費 用 486 470

6

812

資 金 調 達 費 用 法 人 税 等 合 計 16
当 期 純 利 益144

そ の 他 業 務 収 益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

科     目

そ の 他 業 務 費 用

資 金 運 用 収 益

令和７年９月末 令和６年９月末

543

令和６年９月末

（単位：百万円）

役 務 取 引 等 収 益

511

科     目

経 常 収 益

778

経営情報（半期情報の開示について）

552 517 65 46
−

0
861
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■ 預金業務

■ 融資業務

■ 内国為替業務
 全国の信用組合、銀行など金融機関へ振込、現金自動預払機からキャッシュカードにより振込のお取扱いを
行っております。

■ 有価証券投資業務
 預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式に投資しております。

主要な事業の内容

（令和７年１１月１日現在）
商 品 名 概 要

け い し ん 積 立  〇住宅購入、マイカー購入及び教育資金などにご利用できます。
〇期間の定めはなく、解約又は中止のお申し出まで積立ては継続されます。
〇スマートフォン等で申込・変更ができる「給与控除・賞与控除」専用の積立定期預金です。

財 形 住 宅 貯 蓄 〇住宅購入・増改築等に利用し、法令に定められた必要書類の提出など、一定の要件を満たす
 と、非課税申告額の範囲内で預金利息が非課税となります。

一 般 財 形 貯 蓄 〇住宅購入・増改築等の資金のほか、様々な用途にご利用できます。

Ｗ ｅ ｂ つ み た て

ス ー パ ー 定 期  〇預入時の金利は、満期日まで変わりません。
〇預入期間は、1ヵ月から５年までご指定できます。

大 口 定 期
 〇預入金額は、１,０００万円以上です。

 〇預入時の金利は、満期日まで変わりません。
〇預入期間は、1ヵ月から５年までご指定できます。

期 日 指 定 定 期 〇預入金額は、３００万円未満です。
〇預入日から１年据置後、元金（１万円単位）と利息の一部引き出しができます。

変 動 金 利 定 期 〇預入日から６ヵ月毎に金利の見直しをいたします。
〇預入期間は、３年です。

普 通 預 金

〇給与等の振込指定ができます。
〇クレジットカードや携帯電話等の利用料金の引落口座としてご利用できます。
〇キャッシュカードを使って、提携金融機関及びコンビニATMで、お引出しと残高照会がで
 きます。

無 利 息 型 普 通 預 金 〇利息は付きません。
〇預金保険制度により、全額保護の対象となります。

（令和７年１１月１日現在）
商 品 名 資 金 使 途 等 融 資 限 度 額 融 資 期 間

住
宅
に
関
連
す
る
ロ
ー

ン

固定
金利

選択型

 ３年

○居住用住宅・土地の取得又は増改築等の資金
○他の金融機関からの住宅ローンの借換え資金

40年以内
（最終期限は
80歳未満） ５年

１０年 （ペアローンは
40年以内

最終期限は
75歳以下）

２０年

変動金利型

６，０００万円

 (ペアローンは
      ４,５００万円)

リ フ ォ ー ム ロ ー ン ○居住用住宅の増改築資金（無担保） 税込年収の範囲内 10年以内

住 宅 諸 費 用 ロ ー ン
○自宅の売却時に発生する住宅ローンの残債務等の諸費用

40年以内○住宅・土地の取得又は住宅ローンの借換えに伴う諸費用  １,５００万円
（登記及び引越等の費用）

教 育 ロ ー ン ○入学金、授業料及び下宿等に関する費用 15年以内

マ イ カ ー ロ ー ン ○車両購入資金のほか、自動車に関する費用
税込年収の範囲内 10年以内

多 目 的 ロ ー ン ○組合が認める資金使途が明確なもの

10年以内

サ ポ ー ト ロ ー ン (Web 完 結 型 ) ○自 由  １００万円 10年以内

奨 学 金 借 換 え ロ ー ン ○組合員本人が返済中の貸与型奨学金借換え資金 １,０００万円 15年以内

（令和７年１１月１日現在）

フリーローン（カード型） ○自 由  １００万円 3年(自動更新)

（令和７年１１月１日現在）

サ ポ ー ト ロ ー ン ○自 由 税込年収の範囲内

住
宅
ロ
ー
ン
（
ペ
ア
ロ
ー
ン
）

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
に
関
連
す
る
ロ
ー
ン

奨学金借換えローンと合算して

１,５００万円
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　　 当組合は、大阪府警察の福利厚生施策の一端を担い、職域金融機関の特性を活かした次の取組みを

　 推進しております。

 本 店　TEL　 06-6941-2003

 Webサイト　 https://osaka-keishin.co.jp

令和７年１１月作成

大阪府警察信用組合

 職域貢献に対する取組み 

 ライフプラン支援活動の推進 

  〇 厚生課主催のライフサイクルプラン研修に参画し、ライフプラン関連資料を配布しております。  

  〇 初任科、一般職員初任科において、生活設計についての講話を開催しました。 

  〇 各所属を巡回する渉外担当者による預金及び融資の個別相談会を定期的に開催しております。 

 職域金融機関としての支援活動 

  〇 社会貢献活動の一環として、大阪府暴力追放推進センター、大阪少年補導協会、大阪府防犯協会連合会 

   大阪被害者支援アドボカシーセンター、大阪府警察育英会、大阪府警友会への支援をおこなっております。 
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